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〔要 旨〕

日本における農業の長期経済統計と全要素生産性を1963～2011年度の期間において推計し

た。全要素生産性の推計にはトルンクビスト指数を用い、総合産出指数および総合投入指数

の変化率の差として全要素生産性（TFP）の変化率を推計した。その結果、当該期間において、

日本農業のTFPが平均年率１％強の水準で成長していることが示された。ただし、TFP成長

の背景にあるメカニズムは、農業産出が増加していた1980年代半ばまでの前期と、農業生産

が減少に転じた後期で異なると考えられる。前期のTFP成長は稲作から野菜・果樹生産や畜

産への移行、および資本と経常財による労働と土地の代替を伴っているのに対し、後期の

TFP成長は、生産性が相対的に低い生産者の退出と、生産性の高い生産者への集約化が要因

として大きくなった可能性がある。
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農業の生産性に対する注目が高まってい

る。「令和の米騒動」は、米を含む農作物の

需給が微妙な均衡のうえに成り立っている

ことを改めて我々に示した。気候変動が収

量減少や品質低下に繋がりうることや世界

的な人口増大傾向を踏まえると、将来にわ

たって食料を安定的に供給していくために

は、生産量の拡大を政策目標とすることが

考慮されて良いであろう。ただし、その課

題は少なくない。とりわけ、生産年齢人口

の減少や農地の他産業への転用といった現

象は、農業において利用可能な生産要素が

ますます希少になっていることを意味して

いる。

そこで注目されるのが生産性である。農

業生産の拡大は、生産要素の投入量を増や

すことだけでなく、生産性を向上させるこ

とによっても達成できるからである。さら

に近年は、生産性が気候変動の緩和策と関

連付けられて論じられるようになっている

ことも、生産性向上の重要性を高めてい

る。生産性が向上することは、同じだけの

生産量を得るために投入する生産要素がよ

り少なく済むようになることと同義であ

り、それだけ温室効果ガスの排出量やその

他の自然資本への悪影響が抑えられること

を意味する。

それでは、過去を振り返ったとき、農業

の生産性はどのようであったのか。これま

での研究成果によれば、日本における農業

はじめに
生産は、主に全要素生産性（Total Factor 

Productivity、TFP）によって支えられてき

たことが分かっている。Yamada（1991）は

自らも関わった『長期経済統計』等のデー

タを利用し、1880年から1985年までの100

年以上におよぶ期間を対象に農業の生産性

を分析し、同期間の農業産出拡大の大部分

がTFP成長によることを示した。Yamada

（1991）を延長推計した速水・神門（2002）

も、1995年まで同様の傾向が継続している

ことを確認した。本稿はこれらの成果を踏

まえつつ、推計対象期間をさらに将来方向

に延ばして1963年度から2011年度までと

し、農業部門のマクロレベルのTFPの長期

的な推移を示すことを中心的な課題とす

る。2011年度までであるのは、後述すると

おり、データの制約による。

TFPの測定のためには、前提として、農

業部門の産出と生産要素の投入に関する統

計データが推計されている必要がある。農

業部門のマクロ統計のうち、生産について

は農林水産省が『農業・食料関連産業の経

済計算』（以下『経済計算』）や『生産農業

所得統計』といった統計を公開している。

しかし、資本や労働の投入量、また生産要

素ごとの費用シェアなどは、生産性分析に

とどまらず、経済分析一般に有用であるに

も関わらず、政府統計としては入手できな

い。このため既存研究では様々な統計を組

み合わせてマクロ統計を推計してきた。例

えば『長期経済統計』に含まれる梅村ら

（1966）および山田（1966）は、多様なデー

タを組み合わせることで、1870年代から
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ば、多数の研究業績がある。近年の指数法

による研究には、トルンクビスト指数やマ

ルムキスト指数による稲作の地域別TFP

を分析したものとして國光（2014）や

Kunimitsu et al.（2016）、マルムキスト指数

による稲作の地域別TFPの動向を分析した

山本ら（2007）や近藤ら（2010）、Kondo et 

al.（2017）などが挙げられる。また生産関

数や費用関数の推計を通じて技術進歩や生

産性の分析を行った研究には、Kawagoe et 

al.（1986）やKuroda（1995）などがある。

なお、農業経済学分野における技術変化の

研究蓄積については黒田（2005）が詳細な

レビューを行っている。

海外では、米国農務省経済研究局（U.S. 

Department of Agriculture Economic 

Research Service、ERS）が農業部門の生

産と労働、資本、土地、経常財を推計した

うえで、TFPを測定し、結果を随時公表し

ている（注１）。ERSによる推計は州別およ

び全国単位で行っており、品質調整を幅広

く行うなど、精緻な生産性測定フレームワ

ークを構築している。これらの推計によれ

ば、米国農業は、投入物の減少にもかかわ

らず、TFPの成長によって生産の増大を継

続している。また、欧州委員会も各加盟

国における農業のTFPを測定している

（European Commission（2016））。この推計

は、各加盟国で共通して把握できる統計量

から生産性を推計し、比較しているため、

緻密さには欠けるが、EU全体としてTFP成

長が継続していることや、加盟国間でTFP

成長に差異があることなどを明らかにして

1963年までの経済統計を推計した画期的な

業績であり、農業を含む日本経済の長期的

動向を考察するうえで現在でも貴重な基礎

資料である。

戦後に焦点を当てた研究としては、泉田

（1987）が挙げられる。泉田（1987）は、

資本ストック等のマクロ経済統計の推計方

法を中心に論じたものであり、農業部門に

おける資本収益率と投資収益率について

『経済計算』を利用するよりも厳密な議論

を展開した。泉田（1987）の推計方法は、

Kuroda（1995）における技術進歩の分析で

も用いられている。

本稿は泉田（1987）等のデータ集計方法

を参考にしながら、豊富に刊行されている

政府統計を利用してデータの集計方法を既

存研究から発展させることで、精度が高い

マクロ統計をできるだけ近年まで整備する

ことをもう一つの課題とする。

TFPを推計するための方法として、本稿

は、指数法を用いる。Yamada（1991）と速

水・神門（2002）はいずれも指数法を用い

ており、指数として連鎖ラスパイレス指数

を採用している。これに対し、本稿では指

数としてトルンクビスト指数を採用する。

既存研究では𡈽井（1985）、Kuroda（1989）、

Rahmatullah and Kuroda（2005）などがト

ルンクビスト指数を使用した推計を行って

いるが、これらの研究は階層ごとの平均デ

ータを用いたTFP推計であり、マクロ統計

を用いた推計とは意義が異なる。

農業部門の生産性分析に関して、マクロ

統計の集計や指数法の使用に限定しなけれ
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１　生産性とは何か

いる。

別の取組みとしては、一国の生産性を産

業別に計測するためのデータベースを構築

する試みが挙げられる。生産性の国際比較

についてはEU KLEMSプロジェクトが

著名である。日本では経済産業研究所

（RIETI）が「産業・企業の生産性と日本

の経済成長プロジェクト」の一環として

運営する生産性測定のための「日本産業

生産性データベース」（Japan Industrial 

Productivity Database、JIP）や、慶應義塾

大学産業研究所の「KEOデータベース」が

知られている。これらは日本農業の生産性

の動向を議論する際にも広く使われるよう

になっており、例えばEsteban-Pretel and 

Sawada（2014）はJIPを利用し、農業・非

農業の２部門モデルで日本の構造変化と経

済成長を分析している。
（注１）データはWebサイトで公開されている。
https://www.ers.usda.gov/data-products/
agricultural-productivity-in-the-united-states
（2025年９月５日閲覧）

生産性とは投入に対する生産の比と定義

される。数式で表現すると、次のようにな

る。

例えば稲作の労働生産性は、分子に米の

収穫量、分母に労働投入時間を代入するこ

とで得られ、その単位は「kg／時間」にな

る。このように、１種類の生産要素のみを

使う生産性のことを、単一要素生産性とい

う。

しかし生産要素は労働のみではない。機

械や建物などの固定資本（以下では単に資

本ということがある）や、土地（農地）、

肥料や農薬、飼料といった経常財も生産要

素に挙げられる。全ての生産要素の投入量

から作成した指数を分母に使用して計算し

た生産性のことを、TFPという。

仮にそのような指数が計算できたとす

る。先の式の「生産性」項をTFPに置き換

え、両辺対数を取って t − 1期から t期への
変化率を表現する式に変形すると、次のよ

うになる。なお「生産」はQに、「投入」も
Xに置き換えている。

左辺 ln（Qt/Qt - 1）は生産の変化率を表し

ている（注２）。それが投入Xの変化率と
TFPの変化率に分解できることをこの式は

意味している。したがって、生産Qと投入
Xの変化率が分かれば、その差分として
TFPの変化率が分かる。生産と投入の変化

率の差のことをソロー残差と言い、ソロー

残差として測定されたTFPには、技術進歩

だけでなく、規模の経済や、生産要素の投

入量としては測れない品質の向上などの要

素を含む。加えて、実際上は、統計のカバ

ー率の変化や誤差などもソロー残差の変動

要因に含まれうることには留意が必要であ

る。

多種多様な生産要素を全て含めた総合的

な投入量の指数の計算方法として、ラスパ

生産性 投入
生産

Qt-1
ln
Qt ln Xt

Xt-1
ln TFPt
TFPt-1

+
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イレス指数、パーシェ指数、フィッシャー

指数など様々な指数が提案されている。本

稿では経済理論的に望ましい性質を持ち、

かつ計算が簡便なトルンクビスト指数

（Törnqvist index）を採用する。トルンク

ビスト指数は、次のように計算される。

右辺の si,tは、 t年の生産要素の総費用に
占める生産要素 iのシェア、 ln qi,t/ qi,t - 1は
生産要素 iの投入量の変化率である。２番
目の式の pi,tは生産要素 iの価格を、 qi,tは
投入量を表している。

総合投入指数は、生産要素が労働、資

本、土地、経常財の４つのカテゴリーに分

離可能であるという仮定をし、まずカテゴ

リーごとにトルンクビスト指数を集計した

うえで、各カテゴリーの指数から総合投入

指数を計算する２段階集計を行う。ラスパ

イレス指数やパーシェ指数では１段階集計

と２段階集計で全く同じ指数が得られるの

に対し、トルンクビスト指数では全く同じ

にはならない。しかしカテゴリーごとの指

数が分析に有用であることや、１段階集計

による指数と２段階集計の指数の差異は小

さいため、ERSやJIP、野村（2004）など、

２段階集計はよく用いられている。また農

産物の産出量についてもトルンクビスト指

数（総合産出指数）を計算する。
（注２）ln（At/At -1）は対数変化率と呼ばれる。よ
り一般的な変化率（At-At -1）/At -1と近い値にな
るうえ、数学的に取り扱いやすい。

（1）労働
ａ　労働投入量

労働投入量は、労働時間で捉える。デー

タソースは、農林水産省の『農家経済調査』

（注３）の農業経営体１経営体あたりの平

均労働時間である。これに農業経営体の数

を乗じると、マクロの労働時間を得られ

る。最も単純には、全国の１経営体あたり

平均値に全国の農業経営体数を乗じる方法

が考えられ、泉田（1987）では「単純ふく

らまし法」と呼ばれている。しかし単純ふ

くらまし法では、バイアス（データの偏り）

が生じるおそれがあることが知られてい

る。理由の１つは『農家経済調査』はサン

プル調査であり、大規模経営体ほど抽出率

や回答率が高い可能性があること、２つ目

は『農家経済調査』が調査母集団として定

義した農家以外の農業事業体（以下「調査

農家以外の農業事業体」）が推計結果に含

まれない問題がある。

１つ目のバイアスは「上層偏
へ ん い

倚」と呼ば

れている。これは、『農家経済調査』のサン

プル農家に占める小規模農家の割合が実際

よりも少なく、また大規模農家の割合がよ

り大きいことにより、農家一戸あたり平均

値が実際よりも大規模農家に偏ることであ

る。『農家経済調査』では、直近の農林業

センサスに基づいてサンプル配分を行って

いるものの、対象農家数が少ない地域の規

模階層の調査数を０としないために、セン

i

ln Xt
Xt-1

ln2Σ i,ts i,t-1s+ i,tq
i,t-1q

ただし i,ts i,tqi,tp

Σk k,tqk,tp

２　生産要素の推計方法
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サスに基づくサンプル配分よりも偏った調

査が行われている。

泉田（1987）は、これらの問題に対処す

るため、次のような手順で労働投入量を集

計している。まず、経営耕地規模階層別の

平均値に対応する経営規模の戸数をかけあ

わせ、積み上げることで、農家の労働投入

量を求める。次に、労働推計とは別の方法

によって、農家に対する「調査農家以外の

農業事業体の比率k」を求めておき、農家の

労働投入量に1+kを乗じることで、農業全

体の労働投入量を得る。この方法を泉田

（1987）は「積み上げ法」と呼んでいる。

ただし、各階層内にも偏倚があると考えら

れるが、これは積み上げ法でも除去できな

い。

比率kを求める方法としては、マクロレ

ベルで集計された農業全体の生産額と、

『農家経済調査』における「農家」の生産

額の集計値について比率を取ることが考え

られる。このような方法で比率kを求めた

研究としては、張・泉田（1997）がある。

ただし、生産額から比率kを求める際には、

農家の労働生産性と農家以外の労働生産性

が等しいことを仮定していることに留意す

る必要がある。

「農家」の生産額については、『農家経

済調査』の調査農家一戸あたり「農業粗収

益」を積み上げ法によって集計することに

より推計できる。一方、農業の生産額につ

いては、『農家経済調査』における農業粗収

益に最も近いデータとして、『生産農業所

得統計』における「総産出」のデータを用

いる。『農家経済調査』における「農業粗

収益」には農業機械を貸し出すことなどに

よる「農業雑収入」が含まれており、これ

は『生産農業所得統計』における「総産出」

には含まれないため、「農家」の生産額を

推計する際には「農業粗収益」から「農業

雑収入」を差し引く必要がある。

『農家経済調査』においては、上層偏倚

と同様の背景により、「地域偏倚」の存在

も指摘できる。『農家経済調査』は日本の

各地域における統計をまんべんなく得られ

るように調査サンプルを配分しているた

め、調査対象農家の単純平均である「都府

県」や「全国」の平均値にバイアスが生じ

る。積み上げ法では地域偏倚に対処できな

いため、本稿ではYamada（1991）を参考に

積み上げ法を発展させ、農業地域別かつ経

営耕地規模階層別の平均値から農家の労働

投入量を積み上げる「二段階積み上げ法」

を採用する。

この方法の利点としては、『農家経済調

査』や『農業センサス』等の統計における

調査対象農家の定義が変更されても、推計

値には大きな影響を与えないことがある。

例えば、1991年以降の『農家経済調査』や

『農林業センサス』では調査対象が販売農

家に限定されており、これによって積み上

げ法による労働投入量の集計値は小さくな

るが、その分だけ「調査農家以外の農業事

業体の比率k」が上昇するため、推計値に

は結果的に大きな不連続は生じない。一方

で、この方法では、張・泉田（1997）のよ

うに全期間においてkを「農家以外の事業
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体」の比率として解釈することは不可能に

なる。

本稿の推計作業は、地域区分を「北海

道・東北・北陸・北関東・南関東・東山・

東海・近畿・山陰・山陽・四国・北九州・

南九州」の13の農区に分けて行う。経営規

模区分は『農家経済調査』に合わせる。こ

の際、各種統計の経営規模区分と調査時点

が必ずしも一致していないため、調整する。

集計された農家生産額と農業全体の生産額

は、３年移動平均を取ってから「調査農家

以外の農業事業体比率k」の計算に使用す

る。集計された農家労働投入量について

も、1+k倍する前に３年移動平均をとる。

ただし、1992年には『農家経済調査』の調

査対象が総農家から販売農家に限定される

という大きな変更があったため、この前後

では平均値ではなくそのままの値を利用す

る。
（注３）『農家経済調査』は過去の名称である。現
在『経営形態別経営統計』と呼ばれている統計
に繋がっているものの、『農家経済調査』の時代
から内容が大きく変更されている。本稿は『農
家経済調査』の時代のデータを使っているため、
本稿では過去の名前を用いる。

ｂ　賃金

農業労働の時給は、泉田（1987）を参考

に、1994年までは『農家経済調査』の全国

の家族労働時間を家族労働日数で除して１

日当たり平均労働時間を計算しておき、次

に農林水産省『農業物価統計』の１日当た

り臨時雇賃金を平均労働時間で除して時給

を求める。1995年に労働日数の掲載が打ち

切られたため１日当たり平均労働時間を得

られなくなったが、1980年代半ば以降1994

年まで１日当たり平均労働時間が横ばいで

あるため、1995年以降は値が特に安定した

1991～1994年の平均値を採用する。また、

『農業物価統計』の臨時雇賃金は2008年に

掲載が打ち切られたため、以降は全国農業

会議所『農作業料金・農業労賃に関する調

査結果』の農業臨時雇賃金（１日当たり、

農作業一般、男女別）の推移を元に延長す

る。

（2）資本
ａ　考え方の整理

資本投入に関して、農業経営体等が保有

している資本の年間あたりの農業生産への

貢献度合いを想定することができる。これ

を一般に資本サービスと呼ぶ。資本サービ

スの量や価格は直接観測ができないため、

様々な仮定をおいて推計する。

資本サービスの量は、資本ストックの量

に比例すると考えるのが一般的である。比

例定数は一定であることが想定されるた

め、TFPの推計に必要となる資本サービス

の量の変化率は、資本ストックの変化率と

一致する。

資本ストックを推計する方法にはPS法

（Physical Stock Value Method）、PI法

（Perpetual Inventory Method）、BY法

（Benchmark Year Method）がある（荏開

津（1985）、野村（2004）など）。PI法は、

過去の資本形成の総和を資本ストックとし

て推計する方法、BY法は基準時点の資本

ストックと各時点の資本形成から他の時点
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の資本ストックを求めていく方法、PS法は

各時点において生産者が所有している資本

ストックを直接調査して計上する方法であ

る。

資本は新製品として生産活動に投入され

ると、設備年齢を重ねることに伴って少し

ずつ、期待される生産能力が低下してい

く。このことを減耗と呼ぶ。生産能力低

下過程は、除却を免れている確率の分布

と、除却を免れている条件の下で設備年齢

の上昇に伴って効率性が低下する過程であ

る経齢的効率性プロファイルとの積と考え

られ、これをOECD（2009）は経齢的効率

性・除却プロファイル（age-efficiency/

retirement profile）と呼んでいる。PI法

やBY法では資本形成の和を計算する際に

経齢的効率性・除却プロファイルが考慮さ

れるが、その際に減耗率や耐用年数が一定

であるという仮定をおく必要があり、それ

がバイアスの要因になりうる。

PS法はこの点においてバイアスが小さ

いと考えられる。生産者が所有している資

本ストックは、その時点まで除却を免れて

いるものであるため、PS法では残存確率分

布を定める必要がない。欠点はデータを揃

えることの難しさであるが、農業資本の大

部分を占める農業機械について『農業セン

サス』に農業経営体が保有する台数が掲載

されているほか、かなりの品目で数量を把

握できる。したがって、本稿ではPS法を基

本として資本ストックを推計する。経齢的

効率性プロファイルはone-hoss shayを採用

する。一部の農業機械はデータが手に入ら

ないためPI法で推計するが、パラメーター

固定によるバイアスを緩和するため、毎年

の耐用年数を推計してPI法に用いる。

資本サービスの価格は、資本の使用者費

用等とも呼ばれ、例えばトラクター１台を

１年間借りた場合の料金と考えると分かり

やすい。資本の使用者費用の推計には、

Ball et al.（2016）の資本サービスモデルを

one-hoss shayに適用する。

ci,tは資本 iの t年における使用者費用、
rは実質資本収益率、pは価格、Tは耐用年
数である。実質資本収益率は資本の機会費

用であり、本稿では名目収益率として日本

銀行が算出する貸出約定平均金利を用い、

資本財別の期待価格変化率で実質化する。

期待価格変化率はAR（１）モデルを用い、

資本財別にパラメーターを全期間の価格か

ら推計し算出する。

以上より、資本投入のトルンクビスト指

数を計算するためには品目別の資本ストッ

クの物量と価格が必要となる。

ｂ　データソース

農業の固定資本としては、農業機械、農

用建物、動物、植物が挙げられる（注４）。

それぞれにおいてデータソースが異なる。

農業機械のうち、『農林業センサス』に

農業事業体の所有台数が継続的に掲載され

ている物（以下、主要農業機械と呼ぶ）に

ついては、PS法を用いる。具体的には、

30PS未満のトラクターおよび耕耘機、30PS

i,tc i,t-1r i,t-1p
1-(1+　 )i,t-1r -Ti,t-1
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以上のトラクター、動力防除機、コンバイ

ン、田植機、米麦用乾燥機である。それ以

外の農業機械は、経済産業省『生産動態統

計』（注５）や財務省『日本貿易月表』か

ら国内向け供給台数を求め、PI法で物量を

推計する。耐用年数は、泉田（1987）を参

考に、主要農業機械の所有台数と国内向け

供給台数を比較して推計する。農業機械の

価格は、国内向け供給台数と同様の方法で

推計した国内向け供給金額を国内向け供給

台数で割り、経済産業省『産業連関表』の

運賃・マージン比率を乗じて推計する。

なお『2020年農林業センサス』以降は調

査票から農業用機械の保有台数に関する問

いが無くなった。このため、本稿で採用し

たPS法を主体とする農業機械資本ストッ

クの推計方法が適用できるのは『2015年農

林業センサス』までであり、これにより本

稿の推計対象期間が2011年度までとなって

いる。

農用建物には温室（ガラス室およびハウ

ス）と畜舎を採用した。温室の物量は、農

林水産省『園芸用ガラス室・ハウス等の設

置状況』から設置面積として得る。畜舎の

面積は、『農家経済調査』から二段階積み

上げ法で推計する。面積あたり価格は農林

水産省『農畜産業用固定資産評価標準』か

ら得る。

植物の物量は、農林水産省『面積調査』

（注６）の成園と未成園別の面積を用いた。

未成園面積は0.5倍して成園換算する。面積

あたり価格は『農畜産業用固定資産評価標

準』から得る。

動物は乳牛のみを対象とし、役畜は含め

ない。その物量は農林水産省『畜産統計』

から得た成牛と未成牛別の頭数を用いる。

未成牛頭数は0.5倍を成牛換算頭数とする。

価格は『農業物価統計』に掲載されている

乳用牛成牛の農家平均購入価格を用いる。
（注４）固定資本とは、生産のために使われる財で
あって、それ自体が生産された物であり、かつ
複数年にわたって利用されるものを指す。例と
して、農業機械ではトラクター、農用建物は温
室、動物は乳牛、植物は果樹といった物が挙げ
られる。土地は自然に存在している物であって
生産された物ではないため、固定資本とは別の
生産要素とされる。

（注５）現在の名称。かつては「機械統計年報」と
呼ばれていた。

（注６）現在の名称。かつては「耕地及び作付面積
統計」等と呼ばれていた。

（3）土地

土地の投入量は、都道府県別の種類別耕

地面積、つまり田は普通田と特殊田の面

積、畑は普通畑、樹園地、牧草地の面積と

して把握する。土地の投入量を作付面積で

はなく耕地面積によって把握するのは、土

地について得られる地代の統計は土地を1

年間借りることへの対価だと考えられるた

めである。

耕地面積のデータは、農林水産省の『面

積調査』から得る。生産調整により稲以外

の品目が作付けられている水田は、泉田

（1987）と同様、田の面積から控除する。

生産調整面積は、同省の『転作の現状と今

後の方向』『水田利用再編対策実績調査結

果表』等から得る。2004年以降はデータが

なくなるため、『面積調査』の「米以外の

作物のみを作付けた面積」を使って延長す
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３　推計結果

る。

地代は、普通田と普通畑については、毎

年の安定したデータが得られる不動産研究

所『田畑売買価格及び小作料調』を利用す

る。牧草地については、畑の種類別データ

が豊富な全国農業会議所『畑小作料の実態

に関する調査結果』を利用して普通畑と牧

草地の小作料の比率を計算し、『田畑売買

価格及び小作料調』の普通畑の地代に乗じ

る。樹園地の小作料は普通畑よりも高い

が、これは土地に定着している果樹等を利

用する代価が含まれているためである。植

物資本との二重計上を避けるため、普通畑

に対する樹園地の比率は１とする。

（4）経常財および農業産出

経常財と農業産出の価格については、農

林水産省の『農業物価統計』を用いる。経

常財の投入量と農業産出量は、農林水産省

の『農業・食料関連産業の経済計算』の品

目別名目額を『農業物価統計』の価格指数

で実質化する。

（1）生産要素

要素投入指数と要素シェアの推移を第１

図に示す。

総合投入指数は、1963年度から1980年代

半ばまで横ばいであり、それ以降は減少し

ている。1963年度から最も大きく投入量が

伸びたのは資本であるが、1990年頃からは

減少傾向にある。経常財も増加したが、や

はり1990年頃からは減少している。労働と

土地は投入量が一貫して減少している。労

働は特に大きく減少しており、2011年度の

投入量は1963年度の５分の１であった。

要素シェアをみると、1963年に50%以上

第１図　要素投入指数と要素シェア

（注）　推計方法やデータの出典は本文参照。
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を占めていた労働のシェアが2011年までに

大きく低下した。代わりにシェアを拡大し

ているのは経常財で、1963年には35%であ

ったが、2011年には50%を越えている。資

本もシェアを拡大したが、1990年頃以降は

低下している。

（2）TFP

総合投入指数、総合産出指数、TFPの推

計結果を第２図に示す。

図から、総合産出指数は1963年度から

1980年代後半にかけて成長したが、以降は

減少傾向にあることが分かる。総合投入指

数は、当初横ばい傾向だったが、総合産出

が減少を始めるより少し早い1980年ごろに

減少に転じた。TFPは、期間を区切ると停

滞ないし低下している時期もあるが、ほぼ

上昇傾向にある。

次に、総合産出の成長会計を第１表に、

総合産出の成長率の内訳を第２表にまとめ

る。

総合産出は全期間平均で年0.30％成長し

た。総合投入の寄与は年率△0.87％、TFP

成長の寄与は年率1.17％であるため、TFP

成長が総合産出を支えていたと言える。生

産要素ごとの内訳をみると、経常財の寄与

が0.49％で最も大きい。資本は0.08％で、

経常財に比べると大きくはないが、総合産

出成長率の４分の１強にあたる。土地は

△0.06％で負の寄与、労働投入は△1.38％と

大きな負の寄与であった。

より詳しく、総合産出が拡大していた

1985年までの前期と、それ以降の後期に分

けて見る。前期においては総合投入がほぼ

横ばいを保つなか、TFPの成長が総合産出

の増加を支えた。投入側の変化として、労

働の減少を代替する形で資本や経常財が増

加した。こうした要素代替によるTFP成長

の過程は、Hayami and Ruttan（1985）が

主張したような偏向的技術進歩（等量曲線

の資本使用的・労働節約的な方向への偏っ

たシフト）の存在に関する議論とも整合的

である。また、産出側の変化として、米が

生産調整政策の影響などによって減少する

一方で、果実、野菜、畜産物が大きく増加

したが、黒田（2017）は生産物構成変化も

技術進歩を促しうることを示している。以

上から、前期のTFP成長は技術進歩、すな

わち生産可能性フロンティアの外側へのシ

フトに伴うものと解釈することができるだ

ろう。

1985年以降の後期においては、それまで

の技術進歩を通じたTFPの上昇とは異なる

過程を示唆する。後期においては、労働の

減少が続いていることに加えて、資本や経

常財も減少に転じた結果、総合投入が急激

第２図　総合産出指数、総合投入指数と
全要素生産性

（注）　推計方法やデータの出典は本文参照。
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に減少したことが特徴である。費用シェア

は経常財のみ上昇し、その他の生産要素の

シェアは資本を含めて低下した。TFPの成

長が総合投入の減少を補ったものの、総合

産出は減少に転じた。産出の内容を見る

と、米の減少傾向が継続しているのに加え

て、前期の産出増加を支えていた野菜、果

実、畜産が減少に転じた。概して農業生産

の縮小過程と捉えることができる。したが

って断定はできないものの、後期のTFP成

長は、小規模な経営体など生産性が相対的

に低い生産者が退出し、生産性の高い経営

年度 総合産出 総合投入 TFP
労働 土地 資本 経常財

全期間 1963-2011 0.30 △0.87 △1.38 △0.06 0.08 0.49 1.17
前期 1963-1985 1.49 0.19 △1.65 △0.07 0.47 1.44 1.30
後期 1985-2011 △0.71 △1.76 △1.15 △0.05 △0.25 △0.30 1.05

前期

1963-1970 2.07 1.12 △2.14 △0.07 0.70 2.61 0.95
1970-1975 1.30 △0.71 △2.19 △0.06 0.46 1.08 2.02
1975-1980 0.62 0.53 △1.36 △0.10 0.50 1.49 0.09
1980-1985 1.76 △0.54 △0.72 △0.04 0.12 0.10 2.30

後期

1985-1990 △0.39 △0.80 △0.90 △0.11 0.00 0.21 0.41
1990-1995 △1.02 △2.42 △1.89 0.01 △0.15 △0.40 1.40
1995-2000 △0.51 △2.38 △1.22 △0.11 △0.41 △0.65 1.87
2000-2005 △1.27 △1.59 △0.89 △0.03 △0.40 △0.28 0.32
2005-2011 △0.42 △1.63 △0.92 △0.02 △0.30 △0.38 1.21

（注） 　推計方法やデータの出典は本文参照。

第１表　総合産出の成長会計（年平均）
（単位　％）

年度 総合産出

米 野菜 果実 その他の
耕種 畜産 農業

サービス
全期間 1963-2011 0.30 △0.22 0.01 0.03 △0.06 0.49 0.05

前期 1963-1985 1.49 △0.21 0.29 0.19 0.06 1.14 0.02
後期 1985-2011 △0.71 △0.22 △0.22 △0.11 △0.16 △0.06 0.07

前期

1963-1970 2.07 △0.31 0.45 0.34 △0.22 1.69 0.12
1970-1975 1.30 0.21 0.16 0.35 △0.07 0.74 △0.09
1975-1980 0.62 △1.09 0.15 △0.07 0.33 1.30 △0.01
1980-1985 1.76 0.41 0.34 0.08 0.31 0.61 0.02

後期

1985-1990 △0.39 △0.66 △0.31 △0.09 0.06 0.49 0.11
1990-1995 △1.02 0.40 △0.29 △0.38 △0.35 △0.43 0.03
1995-2000 △0.51 △0.61 △0.13 0.12 0.17 △0.13 0.07
2000-2005 △1.27 △0.47 △0.41 △0.08 △0.32 △0.10 0.11
2005-2011 △0.42 0.15 △0.03 △0.13 △0.33 △0.11 0.03

（注） 　推計方法やデータの出典は本文参照。

第2表　総合産出成長への寄与（年平均成長率）
（単位　％）
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体が残って生産要素を集約したことなどが

影響していると考えられる。つまり、生産

可能性フロンティアの内側から境界に向か

った移動が要因として大きくなったと言え

よう。後期におけるTFP成長を、既存研究

で論じられてきたような技術進歩として捉

えていいのかには、更なる議論が必要と思

われる。

本稿では、泉田（1987）などの既存研究

をベースに、労働や資本について独自の改

善を加えたマクロ経済統計の集計手法を提

案し、日本農業の産出、労働、資本、土地、

経常財のデータを推計した。そのうえで、

総合産出および総合投入のトルンクビスト

指数を集計し、それらの成長率の差分とし

てTFP成長率を推計した。

本稿の推計結果からは、TFPの上昇が

1963年から2011年にかけて継続しているこ

とがわかるとともに、その背景にあるメカ

ニズムが変化していることを示唆してい

る。仮説として、前期では技術進歩がTFP

成長の主な源泉となっていたが、後期では

相対的に生産性の低い生産者が退出し、生

産性の高い生産者に集約されたことの影響

が大きくなっていることを提示した。

今後の課題は、TFP成長として計測され

た生産性向上に貢献している要素を定量的

に明らかにすることである。指数法を用い

る場合、生産要素の品質向上を測定し、成

長会計分析に利用することが挙げられる。

ERSやJIPは労働の品質を調整した推計を

行っている。本稿の推計では、年齢につい

ては『農家経済調査』で考慮されているが、

これに加えて教育水準や雇用形態などの影

響を取り込むことが必要である。資本の質

としては、農業機械の性能向上や果樹の品

種改良などが挙げられる。高山（2009）は

トラクター・耕
こううんき

耘機に限定して品質調整を

行ったものであるが、これを他の資本財に

も拡大する必要がある。土地の品質に関し

ても、ERSは土壌の特性や大都市へのアク

セスで調整しているほか、公共事業投資を

通じて向上している可能性もある。また、

生産関数分析による既存研究の知見を、本

稿によって集計された長期経済統計に基づ

いて検証することも必要である。技術研究

と普及（R&E）が農業の生産性について与

えた影響について、Kuroda（1997）は

Kuroda（1995）と同様の方法で集計した

マクロ統計を用いて、またKuroda and 

Abdullah（2003）は『農家経済調査』の平

均データを用いて分析している。土地改良

事業が農業産出成長に与えた影響を論じた

研究としてはAkino（1979）がある。こうし

た要因が農業の生産性向上にどのように結

びついているかは、実証分析としての意義

にとどまらず、農業の生産性を向上させる

ための政策を検討するうえでも重要な意義

を持つだろう。
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